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　国と民間企業との間の人事交流に関する法律（平成 11 年法律第 224 号。以下「官民

人事交流法」といいます。）に定める官民人事交流制度は、国の府省等と民間企業（次頁

にお示しするとおり、様々な法人・団体が含まれます。本冊子では「民間企業等」と記載

します。）という行動原理が互いに異なる組織間での人事交流を通じて、相互理解の促進と、

双方における人材の育成及び活用、組織の運営の活性化等を図るものです。

　官民人事交流法が施行（平成 12 年 3 月）されて以来、幅広い分野における多様な人

材に関して「官から民」「民から官」の双方向の交流が着実に進展しており、更なる推進

が期待されています。

　このため、内閣府官民人材交流センター、人事院及び内閣官房内閣人事局では、互いに

密接に連携し、経済 3 団体（日本経済団体連合会、日本商工会議所、経済同友会）等関

係団体の御協力を得て、官民人事交流に関する説明会の開催、官民人事交流の実施希望に

関する情報提供等、官民人事交流制度に関する広報の取組を進めています。

　本冊子が、官民人事交流の実施に向けた御検討の一助となれば幸いです。

はじめに
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国の行政機関
 ・府省等

　（本府省、地方

    支分部局）

 ・行政執行法人

民間企業等
・株式会社
・相互会社
・信用金庫
・一般社団法人
・一般財団法人
・NPO 法人  等

交流派遣
身　分：派遣先企業の従業員（国家公務員として

の身分も保有）
期　間：原則3年以内（最長5年）
服務等：派遣前に在職していた府省等に対する許

認可申請等の業務や国家公務員としての
地位等に係る影響力利用行為の禁止

給　与：派遣先が支給（府省等からは支給せず）

交流採用
身　分：府省等の職員（任期満了後は交流元に復帰）
任　期：原則3年以内（最長5年）
職務等：交流元企業の業務に従事することや交流

元企業に対する許認可等の業務を行う官
職に就くことの禁止

給　与：府省等が支給（交流元からの支給は不可）

※交流派遣と交流採用の両方を行うことも、いずれか一方のみを行うこともできます。

 交流派遣　民間企業等が府省等の職員

を従業員として雇用し、期間を定めてその
業務に従事させるものです。

 交流採用　府省等が民間企業等の従業

員を職員として採用し、任期を定めてその
職務に従事させるものです。

官民人事交流の概要1

交流採用（民間企業等→国）、交流派遣（国→民間企業等）の人数
（※）交流採用については、平成15～18年における旧日本郵政公社に係る採用者数分は除く。
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株式会社、合名会社、合資会社、合同会社、信用金庫、相互会社
信用協同組合、信用協同組合連合会
信用金庫連合会、労働金庫、労働金庫連合会 、農林中央金庫
監査法人＊、弁護士法人＊、損害保険料率算出団体＊、医療法人＊、学校法人＊

社会福祉法人＊、日本赤十字社＊、認可金融商品取引業協会＊ 、自主規制法人＊

消費生活協同組合＊、消費生活協同組合連合会＊、 特定非営利活動法人（NPO法人） ＊

一般社団法人＊（公益社団法人＊を含む。）、一般財団法人＊（公益財団法人＊を含む。）
外国法人であって上に掲げた法人に類するものとして人事院が指定するもの
　・民間企業等の規模（資本金、従業員数等）、業種は問いません。
　・�上記のうち「＊」印を付した法人であって、その事業の運営のための必要な経費の主たる財源

を、法令の規定に基づく指定、認定その他これらに準ずる処分又は国若しくは地方公共団体か
らの委託を受けて実施する国又は地方公共団体の事務又は事業等の実施による収益及び補助金
等によって得ているものは、官民人事交流の対象となりません。詳細については、人事院にお
問い合わせください。

　・�所管関係等に基づき交流が制限される場合などがございます。詳しくは4ページをご参照くだ
さい。

対象となる民間企業等

対象となる府省等

すべての府省等（地方支分部局（国の出先機関）を含みます。）及び行政執行法人
※行政執行法人：�国立公文書館、統計センター、造幣局、国立印刷局、農林水産消費安全技術セ

ンター、製品評価技術基盤機構、駐留軍等労働者労務管理機構
　　　　　　　 （�これらの法人では役職員に国家公務員の身分が付与されていますが、役員は対

象外です。）

交流派遣
府省等の職員が

民間企業等の従業員として
業務に従事する

交流採用
民間企業等の従業員が
府省等の職員として
職務に従事する

官民人事交流の対象2
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　各行政機関は、性別、事務系・技術系の別や採用試験区分の別にとらわれず、多様で有為
な人材の交流採用及び交流派遣を積極的に行うことや、次のような方針が定められています。

　交流採用は、「民間企業の実務経験を通じてその業務遂
行手法を体得している者を対象に、各行政機関における効
率的かつ機動的な業務遂行が求められる官職等その経験
を行政運営の活性化のために効果的に活かすことが期待
される官職について実施する」とされています。
　また、各行政機関は、従業員の育成等交流採用に係る民
間企業等の要望を踏まえつつ、十分に協議した上で、交流
採用をしようとする官職を決定するものとされています。

　交流派遣は、「幹部候補育成課程対象者
を始めとする将来の行政の中核的要員と
見込まれる職員その他の行政運営におけ
る重要な役割を担うことが期待される職
員を対象とするものとし、交流派遣から
の復帰後継続して公務部内で勤務し、交
流派遣の成果を発揮することが見込まれ
る職員を選定すること」とされています。

（※）交流採用を実施する民間企業等は、「雇用継続型」と「退職型」のいずれかを選択することができます。

人事院の公募に対し、民間企業等が応募

人事院は、民間企業等の名簿を国の府省等に提示

府省等が民間企業等と協議し、人事交流の実施に関する計画を作成

人事院が計画を認定

交流派遣職員が民間企業等との間で
労働契約を締結の上、業務に従事

（原則3年以内）

府省等が労働条件等について
民間企業等との間で取決めを締結

派遣期間満了後、

府省等に復帰
任期満了後、

民間企業等に復帰
任期満了後、

民間企業等が再雇用

府省等が任期を定めて採用し、職務に従事
（原則3年以内）

交 流 採 用　（民間企業等➡国） 交 流 派 遣（国➡民間企業等）

雇用継続型(※)

府省等が任期中の雇用、任期
満了後の雇用等について民間
企業等との間で取決めを締結

退職型(※)

従業員は民間企業等を退職

府省等が任期満了後の再雇
用等について民間企業等と
の間で取決めを締結

※応募の前に、府省等と事前のご相談をしていただいて構いません（6ページのQ5を参照）。

官民人事交流の手続3
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公務の公正性に対する国民の信頼を確保しつつ、適正な官民人事交流を実施するため、人事院
は、有識者（交流審査会）の意見を聴いて、一定の基準（交流基準）を定めています。

　民間企業等又はその役員が、業務に係る刑事事件で起訴されたり、業務停止命令、課徴金納付
命令等の重大な影響を及ぼす不利益処分を受けたりした場合は、原則として 1 年間、官民人事交
流を行うことができません。なお、同一事案で起訴されたり、不利益処分を受けたりした場合は、
1 回目の起訴又は不利益処分を起算点として 1 年間交流制限がかかります。

刑事起訴等を受けた民間企業等との人事交流

　許認可などの処分等の対象とされる民間企業等との間では、官民人事交流実施前 2 年間にこれ
らの処分等に関する事務を所掌するポストに就いていた国の職員を当該民間企業等及びその子会
社に派遣すること、当該ポストへ当該民間企業等及びその子会社の従業員を受け入れることはでき
ませんが、他のポストについては派遣、受け入れができます。例えば、国の本府省の課と所管関
係にある民間企業等及びその子会社へは所管関係にある当該課の課長の派遣はできませんが、同
じ府省であっても、所管関係にない別の課の課長の派遣は可能です。

許認可権限等を有する国の機関と民間企業等との間の人事交流

　許認可などの処分等の対象とされる同一の民間企業等と、当該処分等に関する事務を所掌する、
国の同一の課等との間の官民人事交流は、3 回まで連続して実施することができます。

同一の民間企業等との継続的な人事交流

　官民人事交流実施前 5 年間において、府省等と民間企業等との間の契約の締結又は履行に携わっ
た期間のある国の職員及び民間企業等の従業員は、それぞれ当該民間企業等への交流派遣及び当
該府省等への交流採用はできません。

契約の締結に携わった職員等に係る人事交流

　官民人事交流実施前の 5 年間に係る年度のいずれかの年度において
　●契約の総額が 2 千万円以上であり
　　かつ
　●当該民間企業等の売上額等の総額に占める割合が 25％以上
　　（大企業（※）にあっては 10％以上）
　　の契約関係にある府省等と民間企業等との間の官民人事交流はできません。
　（※）資本の額等が 3 億円以上であり、かつ、従業員の数が 300 人以上の民間企業等

契約関係にある国の機関と民間企業等との間の人事交流

　対象となる監査法人、弁護士法人、損害保険料率算出団体、医療法人、学校法人、社会福祉法人、
日本赤十字社、認可金融商品取引業協会、自主規制法人、消費生活協同組合、消費生活協同組合
連合会、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）、一般社団法人及び一般財団法人（公益社団法人及び
公益財団法人を含みます。）のうち、官民人事交流実施前の 5 年間に係る年度のいずれかの年度に
おいて、その事業による収益の主たる部分が国等の事務又は事業の実施等によって得ている部門
がある場合には、当該部門との官民人事交流はできません。
　ただし、当該部門以外の部門については、官民人事交流ができます。

国等の事務又は事業の実施等によって収益を得ている法人との人事交流

交流基準の概要4
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交流採用（民間企業等→国）
民間企業等の従業員が府省等の職員として職務に従事

交流派遣（国→民間企業等）
府省等の職員が民間企業等の

従業員として業務に従事
雇用継続型（※ 1） 退職型（※ 1）

年 金

国家公務員共済組合
( 受給資格期間は厚生年金被保険者期間に合算 )

( 受給資格期間を満たした場合、国家公務員としての
期間については国家公務員共済組合から支給 )

国家公務員共済組合
地方公務員共済組合

( 事業主負担分は
派遣先企業が負担 )

医 療 保 険 国家公務員共済組合
派遣先企業等に適用される

健康保険制度

災 害 補 償 国家公務員災害補償法 労働者災害補償保険法

退 職 金  ・　

退 職 手 当
退職時、国家公務員退職手当を支給

支給・不支給の制限なし
( 支給の場合、国家公務員

退職手当を調整 ) 

雇 用 保 険
被保険者資格継続

( 交流採用期間を所定給付日数
算定基礎期間から除外 )

適用なし 適用なし

児 童 手 当 採用先の府省等から支給
市町村長(特別区の区長を含む)

から支給

勤 労 者 財 形
利用している商品を採用先の府省等で
取り扱っている場合に限り継続可能

利用している商品を派遣先企業
等で取り扱っている場合に限り

継続可能

福 利 厚 生 一 般
採用先の府省等 ( 共済組合 ) の提供する

サービスを利用
派遣先企業等の提供する

サービスを利用

民
間
企
業
内
福
利
厚
生
制
度
（
※
2
）

社 宅 ・　

借 上 社 宅

交流採用前から引き続き、
又は交流採用の任期満了後も

引き続き利用する場合、
利用可能

交流採用前から貸与を受け、
規程上退職後も引き続き

貸与を認めている場合に限り
利用可能

利用可能

企業内預金
継続可能

( 積み増し不可 )
継続不可 利用可能

企業内貸付

継続可能

( 交流採用の任期満了後も

引き続き返済する場合、

新たな貸付可能 )

継続可能

( 新たな貸付不可 )
利用可能

そ の 他
(カフェテリ
アプラン等)

交流採用前から引き続き、

又は交流採用の任期満了後も

引き続き利用する場合、

一定のサービスを利用可能

利用不可 利用可能

(※1)　交流採用を実施する民間企業等は、「雇用継続型」と「退職型」のいずれかを選択することができます。

(※2)  民間企業内福利厚生制度については、一般的な適用関係を掲載しています。具体的な内容については、人事院が
「人事交流の実施に関する計画」を認定した後、府省等と民間企業等との間で取り決められます。

福利厚生制度等の適用関係5
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府省等へ交流採用されるためには、民間企業等を退職しなければなりま
せんか。Q.4

A 　交流採用を実施する際には、「雇用継続型」か「退職型」のいずれかを選択することが
できます。詳細は 3 ページをご参照ください。

官民人事交流は、本府省との間の交流だけでしょうか。Q.6

A 　本府省との間だけでなく、地方支分部局（国の出先機関）との間の人事交流が可能です。
官民人事交流制度の対象となる「府省等」は 2 ページをご参照ください。

官民人事交流を実施する場合は、交流派遣と交流採用を両方行わなけれ
ばなりませんか。Q.3

A 　いずれか一方のみを実施することもできますし、両方とも実施することもできます。

どのような民間企業・団体でも官民人事交流制度を活用できるのでしょ
うか。Q.2

A 　官民人事交流制度の対象となる民間企業等は、株式会社、合名会社、合資会社、合同会社、
信用金庫、相互会社などのほか、令和 4 年 12 月の人事院規則の改正により、労働金庫
連合会、損害保険料率算出団体、認可金融商品取引業協会、自主規制法人及び消費生活
協同組合連合会が新たに対象として加わりました。詳細は 2 ページをご参照ください。
　ただし、府省等との所管関係、契約関係等に基づき官民人事交流が制限される場合が
あります。詳細は 4 ページをご参照ください。

ある府省との人事交流を希望しているのですが、その府省に直接連絡す
ることは可能ですか。Q.5

A 　3 ページのとおり、官民人事交流の実施に当たっては、人事院の公募に応募していただ
く必要がありますが、その前に、府省の人事担当者に直接連絡して、事前のご相談をして
いただいて構いません。各府省のお問い合わせ先については、裏表紙をご参照ください。

Q&A6
人事院の公募について応募の受付期間はありますか。Q.1

A 　応募の受付は年間を通じて行っていますので、いつでもご応募ください。
　交流希望の情報は、人事院ホームページの官民人事交流の「交流希望情報の提供、受付」
のページ（https://www.jinji.go.jp/kouryu/sub4.html）にも随時掲載され
ていますので、ご確認ください。



-7-

府省等から民間企業等に交流派遣された国の職員（交流派遣職員）の福
利厚生について教えてください。Q.7

A 　交流派遣職員については、年金及び雇用保険を除き、派遣先となる民間企業等の従業
員に適用される諸制度が適用されます。詳細は 5 ページをご参照ください。

官民人事交流についての問い合わせ先を教えてください。Q.12

A 　官民人事交流についてのお問い合わせ先は 13 ページをご覧ください、また、各府省
等のお問い合わせ先は裏表紙をご覧ください。

交流採用の対象者の年齢、学歴や民間企業等での役職による制限はあり
ますか。Q.9

A 　制度上、特に制限はありませんが、交流採用職員は、任期満了後に民間企業等に復帰
し又は再雇用されることとされていますので、交流元企業の定年年齢との関係にご留意
ください。

これまでの交流状況はどのようになっていますか。Q.10

A 　令和 4 年末までに交流派遣では 27 府省 773 名、交流採用では 32 府省 3,211 名（旧
日本郵政公社への交流採用を含めると 3,252 名）の交流が実施されています。より詳細
には、人事院ホームページの官民人事交流の「交流の実績」のページ

（https://www.jinji.go.jp/kouryu/sub5.html）をご覧ください。

官民人事交流について、制度の説明や実際に人事交流された方の体験談
などを聞く機会はありますか。Q.11

A 　毎年 11・12 月頃「官民人事交流に関する説明会」をオンライン配信し、制度内容や
体験談等をご説明しています。また、秋頃に東京等で実地でも開催しています。
　なお、説明会では府省等の人事担当者との意見交換の機会も設けています。
　説明会の予定が決まり次第、官民人材交流センターのウェブサイト

（https://www8.cao.go.jp/jinzai/kouryu.html）でご紹介していますので、
ぜひご覧ください。

民間企業等から府省等に交流採用された者（交流採用職員）の福利厚生
について教えてください。Q.8

A 　「雇用継続型」の交流採用職員については、その任期中における雇用保険被保険者資格
が継続するほか、社内ローンなど民間企業等の福利厚生のうち一定のものは引き続き利用
することが可能です。詳細は 5 ページをご参照ください。

  なお、人事院ホームページ「よく寄せられる質問」
（https://www.jinji.go.jp/kouryu/sub6.html）もご覧ください。
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20歳台
22.5%

30歳台
51.0%

40歳台
20.3%

50歳以上
6.2%

20歳台
11.2%

30歳台
48.6%

40歳台
38.3%

50歳以上
1.9%

交流採用

交流派遣

２年超
3.4%

２年
80.6%

２年未満
16.0%

交流採用

交流派遣

男性
86.0%

女性
14.0%

男性
83.3%

女性
16.7%

交流採用

交流派遣

２年超
2.8%

２年
83.2%

２年未満
14.0%

年齢別状況（令和2年～4年）

男女別状況（令和2年～4年）

期間別・任期別状況（令和2年～4年）

（注）「業種」欄の分類は、日本標準産業分類（平成25年10月改訂）に
より、サービス業は、「学術研究,専門・技術サービス業」、「生活
関連サービス業,娯楽業」及び「サービス業（他に分類されない
もの）」である。

業種別の交流状況（令和4年）

業種 交流採⽤ 交流派遣 計
金融業、保険業 89 12 101
製造業 83 4 87
サービス業 60 11 71
運輸業、郵便業 53 4 57
情報通信業 30 5 35
電気・ガス・熱供給・水道業 14 － 14
建設業 13 － 13
不動産業、物品賃貸業 13 － 13
卸売業、小売業 11 1 12
医療、福祉 6 － 6
教育、学習支援業 3 － 3
農業、林業 1 － 1
漁業 1 － 1
宿泊業、飲食サービス業 1 － 1

計 378 37 415

官民人事交流の実施状況7
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環境省6.4%

総務省
4.7%

その他
24.7%

国土交通省
18.7%

経済産業省
16.8%

厚生労働省
13.1%

金融庁
9.3%

農林水産省
7.5%

総務省
6.5%

環境省
5.6%

その他
22.4%

交流採用

交流派遣

年末時在職者総数

年末時派遣者総数

本省
81.3%

地方支分
部局
18.7%

本省
86.9%

地方支分
部局
13.1%

交流採用

交流派遣

（※）交流採用については、平成15～18年における旧日本郵政公社に係る採用者数分は除く。

本府省・地方別の交流状況（令和2年～4年）府省別の交流状況（令和2年～4年）

交流採用（民間企業等→国）、交流派遣（国→民間企業等）の
各年末時における派遣者総数・在職者総数
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私は平成 31 年 4 月から令和 4 年 3 月まで、警察庁生活安全局情報技術犯罪対策課課
長補佐として出向し、サイバー犯罪に関する各種分析、スマートフォン決済サービスを
利用した不正振替事犯に係る手口分析、ランサムウェア被害企業・団体等における被害
実態調査等を行っておりました。

官民人事交流で国に出向し、研修ではなく国家公務員の一人の職員として勤務し、同
じ職場の方々からも一人の同僚として見られたことが大きな経験でした。

国に出向することで、国の法執行機関としての業務プロセス、承認ルートなどの意思
決定プロセスを中から見ることができました。

また、民間企業の時は国がやるべきと考えていた分野でも、実際に国の法執行機関と
してできないこともあり、民間企業でやるべきことと国がやるべきことの境界線を体験することができまし
た。そのことにより、国が行うことを民間企業の者として理解し、一事業者としてではなく、業界を俯瞰し
て見ることができました。

官民人事交流を通じ、私は官と民との橋渡しの存在に成長でき、相互理解を深めることができたと自負し
ております。

出向時の事務手続面で多少の負担もありましたが、それを差し引いても貴重な経験でありました。
また、出向期間中に、出向経験を考慮したキャリアプランの相談を会社にできたことで、会社としても官

民人事交流の理解の促進に繋がりました。

私は令和 2 年 4 月から 4 年 3 月まで、国土交通省都市局まちづくり推進課係長とし
て出向しておりました。

会社でのそれまでの技術職から国の行政職となり、全く経験がなかったので最初は戸
惑いや不安がありました。

勤務先では、法律、予算、税制、金融を活かした「まちづくり」に関する企画業務に
従事しました。

業務を進める上では、それぞれ顔・名前を覚えてもらえるくらい密度濃く、非常に多
くの方々と連携する機会がありました。

国会対応の業務では、他の仕事を中断してでも全てに優先して対応が求められ緊張感
がありました。

これら業務を通じて、異論に対して真摯に応え、取り組む姿勢は勉強になりました。特に施策説明の準備
段階では、根拠・裏づけのため全力で情報収集を行い、自分で説明できるようにすることや、あらゆる質問
を想定しておくことの重要性を学びました。また、20 ～ 30 代前半の方々の主体性をもった仕事ぶりは大
変刺激になりました。

霞が関では、現場の声を聞き、協力者に説明し、政策の方針をまとめるという作業が日常的ですが、その
過程で度胸と論理的思考が鍛えられました。

学ぶ点が非常に多かった出向勤務でしたし、また会社の外に身を置くことで勤務形態等の面で改めて会社
の良さに気づくこともあり、今後の活力を得る機会にもなりました。

濵石佳孝 氏

濵﨑真二 氏

官と民との
橋渡しとなり
相互理解を深める

公務を通じて真摯に
取り組む姿勢を学ぶ

セコム株式会社ＩＳ研究所デジタルプラットフォームディビジョン
サイバーフィジカルセキュリティグループ　グループリーダー

株式会社島津製作所　経営戦略室
グローバル戦略ユニット　主任

セコム株式会社→警察庁

株式会社島津製作所→国土交通省

1

2

この体験談は、令和4年度に実地開催及びオンライン開催した「官民人事交流に関する説明会」での講演内容を内閣府官民人材交流セ
ンターにおいて要約したものであり、所属等は説明会時点のものです。

交流採用（民から官へ）

官民人事交流の体験談8
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※1　この体験談は、令和4年度に実地開催及びオンライン開催した「官民人事交流に関する説明会」での講演内容を内閣府官民人材交
　　　流センターにおいて要約したものであり、所属等は説明会時点のものです。
※2　この体験談は、本パンフレット作成にあたり執筆されたものであり、所属等は令和5年5月時点のものです。

私は令和 2 年 7 月から 4 年 6 月まで、株式会社エヌ・ティ・ティ・データ金融事業
推進部主任として出向し、金融系システムのサイバーセキュリティ対策基準の適用推進、
セキュリティディレクション業務における課題検討対応、サイバーセキュリティ情報の
収集・発信等を行っておりました。

官民人事交流で民間企業の仕事の進め方を体験し、様々な気づきがありました。特に、
民からの官の見え方について、民間企業の方に国が発行する白書や指針などの公表物を
丁寧に見ていただくためには、内容の充実はもちろんですが、それだけでなく公表の仕
方などにも改善の余地があるということを意識するようになりました。また、私から社
員の方々に、国の業務や公表物をご紹介させていただき、相互理解につながったと思い

ます。
他にも、人材育成、若手へのサポートをしっかり行っており、私も社内の勉強会に参加させてもらい、発

表なども行いました。コロナ禍における社員のコミュニケーションも工夫されており、オンラインでのレク
リエーションに参加させてもらいました。

今回の派遣を通じて経験したことは、私自身の成長に繋がっていると実感しており、得られた様々な気づ
きを今後の仕事に活かしていきたいと思います。

官民人事交流により、平成 30 年 9 月から令和 2 年 8 月までサントリー食品インター
ナショナル株式会社に出向しました。主な業務内容は、ペットボトル飲料の需給調整です。
各製品がいつまでにどのエリアにどのくらいの量が必要という情報をもとに、輸送費や
包材費などの全体コストが最適となるよう製造計画を組み、全国各地の工場と調整を行っ
ていました。農林水産省で従事してきた業務と全く異なる内容でしたが、多くのことが
得られました。

一つはコスト意識の徹底です。私が作成した製造計画の積み重ねが経営コストに直結
します。一方でただコストを下げればいいという問題でもなく、特に販売量が多くなる
夏場は輸送能力など様々な要素も考慮しなればならないため、様々な部署と連携し取り
組んでいました。また、日々動いている飲料需給の中で、意思決定の早さの重要性も強く感じました。そし
て、向上意識の高さです。同僚はもちろん上司との距離も近く、「やってみなはれ」というスローガンのもと、
若手社員でも責任ある仕事を任され、プロジェクトを進めていく姿勢に学ぶものが多かったです。

農林水産省に戻ってからもこうした経験の積み重ねが活きる場があります。また、この官民人事交流を通
して、実際に民間企業で働きその業界の実情を知る者がいることで、企業活動を後押ししたり、業界に働き
かけたりする際に、国の政策がより現場に寄り添ったものとなるのではないかと感じました。

細沼　学 氏

竹内麻里奈 氏

民間企業から
得られた

気づきを活かす

業界を知り
よりよい政策提案へ

金融庁　総合政策局リスク分析総括課 ※1
サイバーセキュリティ対策企画調整室　サイバーセキュリティ対策第一係長

農林水産省 　大臣官房秘書課 　企画専門職 ※2

金融庁→株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

農林水産省→サントリー食品
　　　　　　インターナショナル株式会社

交流派遣（官から民へ）

3

4
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当社から今まで 3 名の社員を、経済産業省中部近畿産業保安監督部に出向させています。
出向者に勤務状況を聴取したところ、官民人事交流を通じて得たものとしては、第一

にスキル・経験の面では、①充実した研修制度と実務によるソフト・ハードの両面の理
解の促進による電気事業法・電気設備についての知識の向上、②様々な案件に係る書類
に対し内容を理解し、適・不適を判断することによる書類審査能力、③根拠に基づいた
説明を行い、事業者の理解を得て円滑に是正を依頼することで身に付いた調整力、④様々
な事業者の事例に携わることによる広い視野、社会情勢を加味した法令策定を通じた官
公庁としての産業保安の視点があります。

第二に意識の面では、法令順守意識に基づく管理・運営の重要性を再確認し、自身で
納得の行くまで調査、思考を行う姿勢を育むことができました。

こうした経験をしたことが、出向者が会社に戻ってきた後でも本人の大きな誇りになっています。
一方、当社で活かされていることとしては、第一に業務面では、①得られた知識、法令理解を発電所の安

全な管理・運営にフィードバックする発電所管理、②新規発電事業を計画する際に、詳細なリスクをピック
アップできる発電事業計画の策定の能力の向上があります。

第二に意識面では、社会情勢に合わせて変化していく法令・政策の中で保安第一の考え方の徹底があります。
こうした出向者を出していること自体が会社全体の誇りになっており、採用活動の際に紹介させていただ

くこともあります。

倉津克典 氏 公務への派遣が
本人と会社の誇りとなる伊丹産業株式会社

取締役　保安部　部長

当社では現在、内閣官房、国土交通省、観光庁、外務省、厚生労働省、文部科学省、スポー
ツ庁、環境省等の国の機関に社員を派遣しております。

交流採用者の府省における業務内容は、国際広報業務、デジタル田園都市構想におけ
る広報業務、在外領事館における邦人支援業務、新型コロナ対策本部における各種会議
運営の企画立案業務、新観光コンテンツ開発における地域事業者との折衝対応、脱炭素
先行地域を目指す地方自治体への伴走支援などです。

当社の社員からは、この官民人事交流採用期間中に、幅広い人脈形成、全体把握・全
体最適の視点の醸成と、その観点からの調整能力を身に付けることができたという点と
共に、転職しないと経験できないような畑違いの業務に就くことができた一方で、当社

の会社の良い点・改善すべき点を、外部から見ることができたという声がありました。
出向した社員は、当社とは異なる国家公務員としての立場の勤務（業務）環境の中で、強靭な意欲、精神

力、高い志を持って業務を行い、法律を所管する各省庁において、論理的な思考能力を養うことが出来てい
るようです。

今後も引き続き、当社グループの事業領域における経験や知見を持った社員を、官において積極的に活用
していただきたいと考えております。それにより、当社の社員においても、①若手社員に対する積極的な外
部における就労経験の付与、②中堅社員のマネジメント能力の向上、③ミドル層の将来に向けたキャリアビ
ジョンの形成に繋がると考えております。

中川陽一郎 氏 民間の経験を公務で活用
社員の能力も向上する株式会社 JTB

人事チーム　人事担当部長
5

6

民間企業の人事担当者

この体験談は、令和4年度に実地開催及びオンライン開催した「官民人事交流に関する説明会」での講演内容を内閣府官民人材交流セ
ンターにおいて要約したものであり、所属等は説明会時点のものです。
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官民人事交流に関するお問い合わせ先

官民人事交流に関する全般的な窓口

〇内閣府官民人材交流センター
官民人事交流に関する説明会（官民人材交流センター、人事院、
内閣官房、内閣人事局による共催）の申込み等
　https://www8.cao.go.jp/jinzai/kouryu.html
担当：官民人材交流担当
　E-mail:kouryuu.t7z@cao.go.jp
　TEL:03-6268-7676

官民人事交流の実施に関することについて（交流基準、民間企業等の公募、民間企業等からの応募等）

〇人事院
手続の流れ（人事院への応募書類様式）
　https://www.jinji.go.jp/kouryu/sub3.html

交流希望情報の提供、受付
　https://www.jinji.go.jp/kouryu/sub4.html

交流の実績（官民人事交流に関する年次報告）
　https://www.jinji.go.jp/kouryu/sub5.html
担当：人材局企画課　人事交流班
　E-mail:kanmin-kouryuu@jinji.go.jp
　TEL:03-3581-7722

官民人事交流の制度に関することについて

〇内閣官房内閣人事局
「国と民間企業との間の人事交流に関する法律」の概要等
　https://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/jinjikyoku/jinji_f.html
担当：人材確保第３班
　E-mail:kanmin-kouryu.u7f@cas.go.jp
　TEL:03-6257-3761



各府省等のお問い合わせ先（代表電話を掲載しております）

内 閣 官 房 内 閣 総 務 官 室 03-5253-2111

内 閣 法 制 局 長 官 総 務 室 総 務 課 03-3581-7271

⼈ 事 院 事 務 総 局 人 事 課 03-3581-5311

内 閣 府 大 臣 官 房 人 事 課 03-5253-2111

宮 内 庁 長 官 官 房 秘 書 課 03-3213-1111

公正取引委員会 事 務 総 局 官 房 人 事 課 03-3581-5471

警 察 庁 長 官 官 房 人 事 課 03-3581-0141

⾦ 融 庁 総 合 政 策 局 秘 書 課 03-3506-6000

消 費 者 庁 総 務 課 03-3507-8800

こ ど も 家 庭 庁 長 官 官 房 総 務 課 03-6771-8030

デ ジ タ ル 庁 戦 略・ 組 織 グ ル ー プ 03-4477-6775

復 興 庁 総 括 班 03-6328-1111

総 務 省 大 臣 官 房 秘 書 課 03-5253-5111

法 務 省 大 臣 官 房 人 事 課 03-3580-4111

外 務 省 大 臣 官 房 人 事 課 03-3580-3311

財 務 省 大 臣 官 房 秘 書 課 03-3581-4111

国 税 庁 長 官 官 房 人 事 課 03-3581-4161

⽂ 部 科 学 省 大 臣 官 房 人 事 課 03-5253-4111

厚 ⽣ 労 働 省 大 臣 官 房 人 事 課 03-5253-1111

農 林 ⽔ 産 省 大 臣 官 房 秘 書 課 03-3502-8111

林 野 庁 林 政 部 林 政 課 03-3502-8111

⽔ 産 庁 漁 政 部 漁 政 課 03-3502-8111

経 済 産 業 省 大 臣 官 房 秘 書 課 03-3501-1511

資源エネルギー庁 長 官 官 房 総 務 課 03-3501-1511

特 許 庁 総 務 部 秘 書 課 03-3581-1101

中 ⼩ 企 業 庁 長 官 官 房 業 務 管 理 官 室 03-3501-1511

国 ⼟ 交 通 省 大 臣 官 房 人 事 課 03-5253-8111

観 光 庁 総 務 課 調 整 室 03-5253-8111

気 象 庁 総 務 部 人 事 課 03-6758-3900

運輸安全委員会 事 務 局 総 務 課 03-5367-5025

海 上 保 安 庁 総 務 部 人 事 課 03-3591-6361

環 境 省 大 臣 官 房 秘 書 課 03-3581-3351

原⼦⼒規制委員会 原子力規制庁長官官房人事課 03-3581-3352

防 衛 省 人事教育局人事計画・補任課 03-3268-3111

会 計 検 査 院 事 務 総 長 官 房 人 事 課 03-3581-3251

2023年7月


